
（千円未満切捨表示）

千円 千円

 流　動　資　産 2,699,784    流　動　負　債 388,644      

現 金 及 び 預 金 420,256      8,298         

完 成 工 事 未 収 入 金 216,651      80,873        

契 約 資 産 181,317      7,403         

未 成 工 事 支 出 金 1,937         67,712        

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 376,864      57,481        

前 払 費 用 3,128         126,386      

預 け 金 1,486,962   12,599        

未 収 入 金 1,031         2,549         

未 収 消 費 税 等 9,376         2,125         

未 収 収 益 105            23,215        

仮 払 金 2,152         

 固　定　資　産 927,470       固　定　負　債 147,853      

　 (有形固定資産) （ 788,207      ） 19,788        

建 物 39,957        122,434      

建 物 附 属 設 備 40,495        5,630         

構 築 物 2,845         

機 械 装 置 518,560      536,497      

車 輌 運 搬 具 28,452        

工 具 器 具 備 品 103,210      

リ ー ス 資 産 25,451        

建 設 仮 勘 定 29,233         株　主　資　本 3,090,757   

資　 本　 金 446,000      

　 (無形固定資産) （ 22,477        ）

ソ フ ト ウ ェ ア 22,477        利益剰余金 2,644,757   

利 益 準 備 金 59,369        

　 (投資その他の資産) （ 116,785      ）  そ の 他 利 益 剰 余 金 2,585,388   

投 資 有 価 証 券 2,200         別途積立金 1,402,206   

敷 金 ・ 保 証 金 39,938        繰越利益剰余金 1,183,181   

長 期 前 払 費 用 1,840         ( う ち 当 期 純 利 益 ) （ 366,032      ）

繰 延 税 金 資 産 72,806        3,090,757   

資　産　合　計 3,627,255        負債・純資産合計 3,627,255       
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貸　借　対　照　表　
（2023年3月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部



個 別 注 記 表 
 
１． 重要な会計方針に関する事項 

 
（１） 資産の評価基準及び評価方法 
 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 
・その他有価証券 

（市場価格のない株式等以外のもの） 
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しております。） 
 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 
・原材料及び貯蔵品 

移動平均法 
 

（２） 固定資産の減価償却の方法 
 
① 有形固定資産（リース資産を除く） 

1998 年4 月1 日以降に取得した建物ならびに 2016 年4 月1 日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については定額法、その他の資産については、定率法を採用して

おります。 
 

② 無形固定資産 
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用

可能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。 
 

③ リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とする定額法を採用しております。 
 

（３） 引当金の計上基準 
 
① 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 



  

 
② 役員賞与引当金 
役員賞与の支給に備えるため、期末における支給見込額を計上しております。 
 

③ 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、期末自己都合要支給額から中小企業退職金共済制度

から支給される額を控除した額を計上しております。 
 

④ 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
 

⑤ 工事損失引当金 
受注工事の損失発生に備えるため、手持受注工事の損失見込額を計上しております。 
 
 

（４） 収益及び費用の計上基準 
 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 
請負（掘さく工事及び地質調査の受注等）を行っております。請負契約に関して、財又はサー

ビスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、履行義務の充足に係る進捗

度に応じて収益を認識しております。進捗度の測定は、発生したコストに基づくインプット法を使用

しております。 
 
２． 貸借対照表に関する注記 

 
（１） 有形固定資産の減価償却累計額         3,044,147,757円 

 
（２） 関係会社に対する金銭債権債務 

  
短期金銭債権      1,559,141,241円 
短期金銭債務        11,139,758円 
 

 
 
３． 1株当たり情報に関する注記 
 

（１） 1 株当たりの純資産額  3,464 円 97 銭 
 

（２） 1 株当たりの当期純利益   410 円 35 銭 
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